
１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法
基本財産である有価証券
　その他有価証券・・・時価のあるものについては決算日の市場価格等に基づく時価法を採用している。

（２）商品の評価基準及び評価方法
移動平均による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用している。

（３）固定資産の減価償却の方法
什器備品　　定額法を採用している。なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

什器備品　　５年～１０年
リース資産　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。
ソフトウェア　利用可能期間（5年）に基づき、定額法を採用している。

（４）引当金の計上基準
貸倒引当金
　債権の貸倒による損失に備えるため、一定の繰入率により回収不能見込額を計上している。
　特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。
賞与引当金
　職員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当該事業年度に対応する見積
　額を計上している。

（５）その他計算書類の作成のための基本となる重要事項
　①所有権移転外ファイナンスリース取引
　通常の売買処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

　②消費税等の処理
　税込み方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）
内　　　　訳 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基 本 財 産
普 通 預 金 975,438 0 0 975,438
定 期 預 金 324,480,882 0 0 324,480,882
投 資 有 価 証 券 885,529,850 18,957,450 0 904,487,300

小　　計 1,210,986,170 18,957,450 0 1,229,943,620

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

基 本 財 産
普 通 預 金 975,438 975,438 0 0
定 期 預 金 324,480,882 324,480,882 0 0
投 資 有 価 証 券 904,487,300 904,487,300 0 0

合　　計 1,229,943,620 1,229,943,620 0 0

財務諸表に対する注記

内　　　　訳 当期末残高
（うち指定正味財産からの

充当額）
（うち一般正味財産からの

充当額）
(うち負債に対応する額）



４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）
科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

什 器 備 品 57,006,775 56,268,315 738,460
リ ー ス 資 産 16,116,153 12,201,593 3,914,560
ソ フ ト ウ ェ ア 1,639,700 1,056,397 583,303

合　　計 74,762,628 69,526,305 5,236,323

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

H26年度まで満期保有目的で所有していた有価証券をH27年度に売却したため、既存所有有価証券をその他有価証券に
分類変更している。

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

補助金
宮城県補助金 宮城県 0 44,729,404 44,729,404 0 -

仙台市補助金 仙台市 0 320,542,173 320,542,173 0 -
文化庁芸術振興補助金 日本芸術文化振興会 0 27,715,000 27,715,000 0 -

助成金
マイタウン岩沼 ｶﾒｲ社会教育振興財団 0 100,000 100,000 0 -
マイタウン栗原 ｶﾒｲ社会教育振興財団 0 100,000 100,000 0 -
日本のｵｹ作品展 ﾛｰﾑﾐｭｰｼﾞｯｸ 0 600,000 600,000 0 -
日本のｵｹ作品展 ｱﾌｨﾆｽ文化財団 0 500,000 500,000 0 -

負担金 -

マイタウン岩沼共催負担金 岩沼市 0 1,000,000 1,000,000 0 -

マイタウン栗原共催負担金 栗原市 0 1,000,000 1,000,000 0 -

もりのみやこふれあい負担金 仙台市市民文化事業団 0 3,764,000 3,764,000 0 -

名曲ｺﾚｸｼｮﾝ仙台 仙台市市民文化事業団 0 2,000,000 2,000,000 0 -

合　　計 0 402,050,577 402,050,577 0

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

3,371,188
0

3,371,188

８．関連当事者との取引
該当無し

９．重要な後発事象
該当無し

１０．退職給付関係
　　　採用している退職給付制度の概要
中小企業退職金共済制度に加入しているため、退職給付引当金は計上していない。

合　　計

貸借対照表上
の記載区分

内　容 金　額

経常収益への振替額

　　　基本財産受取利息振替額

当期減少額 当期末残高

　　　基本財産評価損益等振替額

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額



１．基本財産および特定資産の明細

「財務諸表に対する注記」に記載があるため、内容の記載を省略している。

２．引当金の明細
（単位：円）

目的使用 その他

貸 倒 引 当 金 787,281 644,112 787,281 644,112

賞 与 引 当 金 25,458,366 25,570,415 25,458,366 25,570,415

合　計 26,245,647 26,214,527 25,458,366 787,281 26,214,527

（注）貸倒引当金（流動）の「当期減少額（その他）」は洗替えによる戻入額である。

附属明細書

科　　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高


